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11．ほ区の基本タイプの適用に必要な諸条件 
（基準 第 3章 3.5.3 関連） 

 

ほ区の一般形態は土壌条件（主として侵食性と透水性、不良土層出現の有無）、降雨強度、ほ場

面勾配、経営規模の四つの条件の組合せによって 11 のタイプに分けられる。実際の計画に当たって

どのタイプを適用するかは、各タイプ別に記述されている適用条件によって検討すればよいが、こ

の判定に必要な諸条件等については、次の事項を参考とする。 

 

11.1 土壌条件 

11.1.1 土壌の侵食性 1)～2) 

土壌の侵食性の判定は、分散率又は侵食率で行う。 

（1）分散率 

分散率とは、土粒子の水に対する分散しやすさの程度を示す指標である。水中における粒径

0.05mm 以下の細粒土の分散性の程度を量的に表したもので、式（11.1）で求められる。この値が

小さいほど分散しにくく、侵食を受けにくいとされている。 

分散率（％）＝                         ×100 ……（11.1） 

 

（2）侵食率 

侵食率とは土壌の侵食のされやすさの程度を示す指標である。ミドルトンは、侵食のされやすさに

比例すると見られる分散率と、侵食のされやすさに反比例すると考えられる（コロイド含量/水分当

量）を用いて侵食率を定義した（式（11.2））。この値が大きいほど侵食しやすい土壌と言える。 

 

侵食率＝分散率÷        ………………………………………………………（11.2） 

 

 ここで、コロイド含量、水分当量については以下のとおり。 

① コロイド含量 

コロイド含量とは、土壌の全固相に対し、その中に含まれるコロイド（直径 1μm以下の土粒

子）の割合を重量比（％）で表したものである。 

② 水分当量 

水分当量とは、飽和水分量に対し、重力の 1,000 倍の遠心力を作用させたとき土壌中に残る

水分量を重量比（％）で表したものである。 

一般に、重力の1,000倍の遠心力を作用させたとき土壌中に残る水分量は、約pF2.7（約49kPa）

に相当するとされている。 

これら分散率及び侵食率を用いて耐食性と受食性を区分する基準は表-11.1による。 

 

水だけで分散させた時の0.05mm以下の細粒土含量（g） 

完全に分散させた時の0.05mm以下の細粒土含量（g） 

コロイド含量

水分当量 
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表-11.1 侵食性の指標 

指 標

侵食性 
分散率（％） 侵食率 

耐食性土壌 20 以下 30 以下 

受食性土壌 50 以上 100 以上 

 

 

中間の値を示す土壌については、近傍の試験結果、現地における侵食度合の踏査、聞き取り等か

ら総合判定を行うものとする。 

 

11.1.2 土壌の透水性 

土壌の透水性は、透水係数から判断するが、その基準は表-11.2による。 

 

表-11.2 土壌の透水性の指標 

係 数

透水性 
透水係数 

透水性土壌 10-3cm/s 以上 

難透水性土壌 10-5cm/s 以下 

 

 

中間の値を示す土壌については過去における湿害の有無を現地踏査、聞き取り等により判断する。 

 

11.1.3 不良土層 

整地の可能性の判断に必要な不良土層とは物理性、化学性の両方又はいずれか一方でも作物の正

常生育に障害となるものを指し、その目安は次のとおりである。 

 

物理性：粗孔隙（飽和水分容積－pF1.5（3.1kPa）相当の水分容積）が全容積の 5％以下、ち密度

25mm 以上（山中式指標）、有効水分容量（24 時間ほ場容水量～生長阻害水分点）が全容

積の 5％以下 

化学性：塩基飽和度 50％以下、置換性石灰と苦土の当量比 10 以上、有効態リン酸は、火山性土

で 2mg/100g 以下、非火山性土で 10mg/100g 以下である。 

 

11.2 降雨強度 

降雨強度の大きい地域と小さい地域で、整地の度合、限界傾斜等を定めなければならない。土壌

侵食、地表面流出等に関係する降雨強度の指標についてはいろいろな議論があるが、当面時間当た

り雨量をもって地域を分けるものとする。本基準においては、降雨強度による地域分類は 50mm/h

をもって行うことにする。降雨強度の大きい地域とは、10 年確率時間雨量 50mm/h 以上の地域とし、

降雨強度の小さい地域とは 50mm/h 未満の地域とする。なお、参考に、10 年確率で計算された時間

当たり雨量の分布図を図-11.1に示す。 
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図-11.1 本邦 10 年確率時間雨量 R10の分布図（単位：mm/h）3） 
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11.3 ほ場面勾配 

ほ区の計画に当たって、ほ場面勾配は機械作業効率、土壌保全、地表排水の処理等に大きな関係

をもつ。機械作業効率の点からは、8％（5 ﾟ）までは平坦地と比較して作業効率はほとんど低下し

ないこと、15％（9 ﾟ）以上の傾斜については土壌保全上配慮を加えなくてはならないこと等の理由

から、適用基準を明らかにした。地形の複雑さの判定は現在定量的に示す方法が確立されていない

ので、本基準では、ほぼ同一方向に傾斜している地形と、複雑な波状地形の二つに分けてあるが、

これらの判定は技術者が適正に行わなければならない。 

 

11.4 経営規模 

ほ区の計画に当たって、経営規模の大小は、所有区、耕区の大きさの決定、ほ区の形状決定等に

大きな関係を有する。本基準で経営規模が大きな農家とは、北海道等にみられるほぼ 5ha 規模以上

の農場的経営に適用する基本タイプⅦ型を除くと、耕作面積がほぼ 1.5～2.0ha 以上の農家を意味し

ており、耕作面積 1ha 以下は小規模農家とする。また、計画地区内でそれぞれの農家群の占める比

率が 30％を超える場合には、その比率が高いものとして適切なタイプを選択する。大小の規模の農

家戸数がいずれも 30％を超える場合には、将来予測を的確に行って適用基準を決定する。 
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12．ほ区の基本タイプの適用と留意事項（普通畑及び樹園地） 
（基準 第 3章 3.5.3 関連） 

 

普通畑及び樹園地におけるほ区の基本タイプの適用条件及び留意事項は次のとおりである。 

 

12.1 基本タイプⅠ型（図-12.1 参照） 

（1）適用条件 

① 14％（8 ﾟ）以下の傾斜地帯で地形は単純である。 

② 土壌は耐食性であるが、透水性は悪い。 

③ 50mm/h 以上の強度の降雨はないが、連続雨量が作物栽培時期に相当出現する。 

④ 野菜栽培等が盛んか、又は野菜を将来の基幹作物として考えている地域で、小規模経営農

家の比率が高い。 

（2）留意事項 

① 所有区を構成する換地の単位区画（以下「換地区画」という。）は原則として 20×50m と

し、所有区は栽培作物の数に応じて数団地とする。 

原則として整地は行わない。 

② 機械作業は、長辺に沿って行うので、うね方向は等高線直角方向となる。 

③ 地表排水は、矢印のようにうねに沿って流下し、横道路方向に設けられた排水溝を通って

縦道路に沿った排水路に流入するようにする。 

④ 横道路は、機械作業の場合の枕地に使用するので、コンクリート側溝等はなるべく設けな

い。 

⑤ 輪作体系等から、強雨時に裸地になるような場合には長辺方向の中央にグリーンベルト又

は排水溝を設ける。 

⑥ 縦道路の間隔は、一概には決められないが、少なくとも耕区を 10 枚程度含むものとすると、

最低は 200～300m となる。また、この間隔は排水溝の排水処理能力との関係も考慮すること

が大切である。 

⑦ 横道路を直線配置とすると、畑面との間に高低差ができる場合があるが、これは機械進入

が可能となるように修正する。また、この場合には、横道路にたるみができて、横方向の排

水が不良になることも多いため、若干の地形修正あるいは線型を変えて、可能な限りこのよ

うなことのないように計画する。 

⑧ 野菜地帯等で防除及び収穫作業上から必要な場合には、耕区と耕区の間に適当な間隔で耕

作道を設けてもよい。 

⑨ かんがいのための配水管は、原則として 1 本おきの横道路に沿って埋設し、20～40m おき

に設けられた給水栓から散水ラインに接続する。 
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12.2 基本タイプⅡ型（図-12.2 参照） 

（1）適用条件 

地形、土壌、気象条件等は、Ⅰ型と同じであるが、比較的大規模経営の農家の比率が高く、穀

類、豆類、いも類、牧草等の作付面積が多く、大型機械の一貫作業体系が導入できる可能性が十

分にある地帯に適用する。 

（2）留意事項 

① 換地区画は、原則として 20×100m 又は 40×100m とし、数 ha 規模の経営農家の所有区は一

団地としてもよい。原則として整地は行わない。 

② うね方向、地表排水の考え方は、Ⅰ型に準ずるが、原則として、ほ区中央 100m のラインに

排水溝をつけ、縦道路に沿う排水路に流下させる。 

③ 縦道路の間隔は、標準として 400～1,000m 程度とする。 

④ 横道路の配置の考え方は、Ⅰ型に準じる。 

⑤ かんがいのための配水管は、原則として各横道路に埋設し、20～40m おきに設けられた給

水栓から散水ラインに接続する。 

 

12.3 基本タイプⅢ型（図-12.3 参照） 

（1）適用条件 

① 14％（8 ﾟ）以下の傾斜地帯で地形は単純である。 

② 土壌は、受食性であるが、透水性は比較的よい。 

③ 50mm/h 以上の強度の降雨はない。 

④ 野菜栽培等が盛んか、又は野菜を将来の基幹作物として考えている地域で、小規模経営農

家の比率が高い。 

（2）留意事項 

① 換地区画は、20×50m とし、所有区は栽培作物の数に応じた数団地とする。 

原則として整地は行わない。 

② 機械作業は、長辺に沿って行うので、うね方向は等高線方向となる。 

③ 地表排水は、矢印のようにうねに沿って、縦道路の排水路に導かれるか又はほ区の内の微

地形によって形成される水みちを利用して造った排水溝によって排水路に導くように計画す

る。 

④ 縦道路は、機械作業の場合の枕地に利用するのが合理的であるが、このためには側溝を草

生又は土水路としなければならない。しかし、集中豪雨の頻度の多い地域では、防災上から

相当堅固な水路とすることが必要であり、このために機械作業効率が低くなることはやむを

得ない。 

⑤ 横道路の間隔は、地形、集落間連絡、機械利用、排水保全等の関係から一概には定められ

ないが、一般的には 200～500m 程度とする。 

⑥ 縦道路をコンクリート又はアスファルト舗装とし、排水路と兼用させる計画とすることも

よいが、この場合には縦道路は地区内の低位部を通す必要があり、このために耕区の長さが

規制されるから、機械利用、用水施設、地表排水等の関係をよく検討することが大切である。
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また、縦道路を直線とすると畑面と大きな高低差がつくことがあるが、このような地形のと

ころでは縦道路は直線としない。 

⑦ かんがいのための配水管は、縦道路に沿って設ける。この場合の管路の支配面積とほ区と

の関係はⅠ型と同様である。 

 

12.4 基本タイプⅣ型（図-12.4 参照） 

（1）適用条件 

地形、土壌、気象条件等はⅢ型と同じであるが、比較的大規模経営農家の比率が高く、穀類、

豆類、いも類、牧草等の作付面積が多く、大型機械の一貫作業体系が導入できる可能性が十分に

ある地帯に適用する。 

（2）留意事項 

① 換地区画は原則として 20×100m ないし 40×100m とし、数 ha 規模の経営農家の所有区は 1

団地としてもよい。原則として整地は行わない。 

② うね方向及び地表排水の考え方は、Ⅲ型に準じるが、地形によっては、ほ区中央 100m ライ

ンに排水溝をつけて排水を図ることもよい方法である。 

③ 横道路の間隔及び縦横路の配置上の考え方は、Ⅲ型に準じる。 

④ かんがいのための配水管は、原則として各縦道路に埋設し、20～40m おきに設けられた給

水栓から散水ラインに接続する。 

 

12.5 基本タイプⅤ、Ⅴ′型（図-12.5 参照） 

（1）適用条件 

① 5％（3 ﾟ）以上の傾斜地帯で地形は単純である。 

② 土壌は受食性で、透水性はⅤ型では比較的悪く、Ⅴ′型では比較的よい。 

③ 50mm/h 以上の強度の降雨がある。 

④ 経営規模は大小とも含まれるが、Ⅱ、Ⅳ型の区分と同じように、耕区の長辺 100～200m の

範囲で経営規模に合わせて計画する。 

（2）留意事項 

① 換地区画、所有区、道路配置等は、すべてⅢ型又はⅣ型に準じる。 

② 所有区又は耕区ごとに、又はこれを数枚あわせた区画ごとに、地形に合わせて段落差（落

差 1～2m）をつけたテラスとする。各テラス内は、一定勾配に整地するか（Ⅴ型）又は水平

テラスとする（Ⅴ′型）。 

③ 勾配は原則として排水路(縦道路)に向ってつけるものとする。 

④ 換地区画の短辺を原則として 20m としているので、テラス幅は 20m の倍数となるが、この

幅を画一的に計画するのではなく、地形と土工量との関係を考慮しながら可能な限り広くと

ることが大切である。 

⑤ 野菜栽培地帯等ではテラス内に作業道を設けてもよい。 

⑥ 畑面と縦道路とは一般に落差がつくのは避けられないが、各テラスごとに最低 1か所は進

入口を設ける。 
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12.6 基本タイプⅥ、Ⅵ′（図-12.6 参照） 

（1）適用条件 

① 5％（3 ﾟ）以上の傾斜を含む複雑な波状地形である。 

② 土壌、降雨強度には特別の条件はないが、下層土の理化学性が作物生育に対して決定的欠

陥のないことが必要である。 

③ 経営規模は、5ha 以上の大規模経営を除く経営を対象とする。 

（2）留意事項 

① 他のタイプと違うのは、各ほ区ごとに傾斜方向、傾斜度、地形等を考慮して土工量がなる

べく小さくなるように一定勾配に整地を行うことである（Ⅵ型）。 

② 一般にほ区を大きくとると異曲面及び異勾配の地形を含み、一定勾配に整地するための土

工量は大きくなる。計画は、土工量を可能な限り小さくするように、ほ区の形状、大きさ及

び整地勾配をほ区ごとに定める。 

③ 50mm/h 以上の強度の降雨があり、土壌の透水性が良好で、受食性の場合には各ほ区を水平

に整地してもよい（Ⅵ′型）。 

④ 小規模経営の比率の高い地区では換地区画を 20×50m、大規模経営の比率の高い地区では

20×100m 又は 40×100m として計画する。 

⑤ 縦道路及び横道路には排水路を設け、地形を利用して幹線排水路に接続させる。 

⑥ 各ほ区の一辺は、できる限り道路との段差がないように計画するが、やむを得ず周辺道路

と落差ができる場合には、2か所以上の進入口を設け、ほ区内に仮道路を設ける。 

⑦ かんがいのための配水管は、原則として各道路沿いに埋設し、耕区の長辺方向に散水管を

敷設する。 

 

12.7 基本タイプⅦ型（図-12.7 参照） 

（1）適用条件 

① 14％（8 ﾟ）以下の傾斜地帯で地形は単純である。 

② 土壌及び降雨強度には特別の条件はないが、下層土の理化学性が作物生育に対して致命的

な欠陥のないことが必要である。 

③ 5ha 以上の経営規模で、耕地は比較的集団化しており、農場的経営である。 

（2）留意事項 

① このタイプの特徴は、所有区が耕区より常に大きいことで、計画としては各農家の所有区

の周辺に道路を新設するか、又は既存道路の改修を図ることが中心である。 

② 所有区（各農場）内耕区及び作業道の設定は、各経営者の判断によって自由に行う。 

③ ほ区内の地表排水は、地形によってできる水みちを利用して道路沿いの排水路に導く。こ

の排水路が機械作業等の障害になるときは、マンホールを持つ暗きょによる排水を計画する

のもよい方法である。 

④ 所有区の長辺が長すぎると、数種類の作物を栽培する場合、耕区の短辺が短くなることが

ある。また、同一耕区内で地力及び土湿状態が異なり、作物生育が不均一になること等があ

るので、所有区はできる限り正方形に近い形状とする。 
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⑤ 草地の場合には作業道の密度は、小さくてもよい。 

 

12.8 基本タイプⅧ型（図-12.8 参照） 

（1）適用条件 

① 9％（5 ﾟ）未満の傾斜を含む樹園地。一部9％（5 ﾟ）以上の傾斜地を含むことも可能である。 

② 土壌及び降雨強度には特別の条件はないが、下層土の理化学性が作物生育に対して決定的

欠陥のないことが必要である。 

（2）留意事項 

① 傾斜方向、傾斜度、地形等が異なるため、各ほ区の形状、大きさ及び整地勾配は、各ほ区

ごとに定める。 

② 各ほ区には各所有区が接するように支線農道を設置する。 

③ りんご園では、防除、摘果、収穫等の作業を行うためのスピードスプレーヤー、高所作業

車、運搬車等が自由に所有区に出入りできるように幅 2m 程度の園内道を一定間隔に整備する

ことが必要である。また、みかん園で多目的スプリンクラーによる防除及びかん水を行うこ

とを基本としている場合、小型のクローラ型運搬車等で資材や収穫物の搬出入を行うことが

できるように適切な間隔で幅 1m 程度の作業道を整備することが必要である。 

④ 土壌改良のための大型機械であるバックホウ、大型トラクター、トレンチャー等は共同利

用できる組織づくりが必要である。 

⑤ スプリンクラー利用で防除及びかん水を行う場合は、防除組合及びかん水組合を結成して

共同作業で行う。 

 

12.9 基本タイプⅨ-1、Ⅸ-2 型（図-12.9 参照） 

（1）適用条件 

9％（5 ﾟ）～27％（15 ﾟ）未満の既存樹園地で、利用する機械及び施設により二つの枝タイプに

分けて適用する。 

（2）留意事項 

① 各所有区に接するように支線農道を新設又は改良する。 

② 桑園及び茶園においては、収穫物の運搬のために耕区の長辺は、100m 程度とし、支線農道

の間隔が 100m を超える場合には、中央に幅 2m 程度の園内道を設ける。 

③ りんご園（Ⅸ-1）では、スピードスプレーヤー、運搬車等が自由に所有区に出入でき運行

できるように幅 2m 程度の園内道を一定間隔に整備し、防除、収穫等の作業を行うことが必要

である。 

みかん園（Ⅸ-2）では、多目的スプリンクラーで防除及びかん水を行うことを基本とする

場合、適切な間隔で幅 1m 程度の作業道を整備し、小型のクローラ型運搬車等で資材や収穫物

の搬出入を行う。 

④ 緩傾斜既成園では、所有区の境に石垣等で小落差を保護しているところが多いが、ほ場整

備に当たっては、これらを取り除き、機械利用効率を高めるとともに、普通畑の考え方に準

じてほ区内の排水系統を整備することが必要である。 
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⑤ スプリンクラー利用で防除及びかん水を行う場合は、防除組合及びかん水組合を結成して

共同作業で行う。 

 

12.10 基本タイプⅩ-1 型（図-12.10（a）参照） 

（1）適用条件 

27％（15 ﾟ）～47％（25 ﾟ）未満の傾斜の既存樹園地で、かん水及び防除を定置式スプリンクラ

ー施設の自動制御方式によって行う計画地区に適用する。 

（2）留意事項 

① 収穫物搬出等を目的とした支線農道をほぼ 100～200m 間隔に整備する。 

なお、傾斜勾配は四輪駆動トラックを使用する場合でも 30％（17 ﾟ）前後以下とする。 

② 道路をコンクリート舗装とし、排水路と兼用する計画としてもよい。この場合、将来の自

動車の通行状態について十分検討しておく必要がある。すなわち、自動車の種類、通行量、

作業中の駐車状態、待避所、U ターンの場所等を特に注意する。待避所を作業中の駐車に使

用すると通行に支障を生ずることがあるので、駐車場は、原則として各個人で設ける。道路

分岐点を拡幅して Uターンに便利なように計画するのもよい方法である。 

③ 資材や収穫物運搬を目的として各所有区に農道と直結するモノレールを設置する。ただし、

設置勾配は、安全性に留意してできるだけ緩やかなものとする。 

なお、モノレールの設置基準は、図-11.12による。 

④ 所有区内は、資材や収穫物をモノレールまで運搬するために適切な間隔で作業道（幅 80～

100cm）を整備する。（図-11.13参照） 

⑤ 所有区内に徒歩の登坂道（幅 80cm 程度）を設置する。 

 

12.11 基本タイプⅩ-2 型（図-12.10（b）参照） 

（1）適用条件 

27％（15 ﾟ）～47％（25 ﾟ）未満の傾斜の既存樹園地で、スピードスプレーヤーその他機械利用

により管理作業を行う計画地区に適用する。 

（2）留意事項 

① Ⅹ-1 型と異なり、支線農道間に幅 2m 程度の園内道を一定間隔に配置する。 

② 園内道の新設に当たっては、間伐等を行い、整地を行わなければならない場合が多い。 

③ 道路新設に当たっての一般的注意事項は、Ⅹ-1 型に準じるが、このタイプでは支線農道と

園内道とのすり付けが機械運行上の障害にならないように計画する。 

 

12.12 基本タイプⅩⅠ型（図-12.11 参照） 

（1）適用条件 

47％（25 ﾟ）以上の傾斜の既存樹園地で、多目的スプリンクラー等で防除及びかん水を行う地

区に適用する。 

（2）留意事項 
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① 所有区の形状が階段、山成ともに図-11.13に示す要領で樹冠の山根側を縮伐して、作業道

（幅 80～100cm）を樹列に沿って整備する。なお、山成の場合は、山根側を削り平坦に整地す

るとともに、削り面を崩壊防止のため補強する必要がある。 

② 資材や収穫物の運搬を目的として各所有区に農道と直結するモノレールを設置するが、他

についてはＸ-1 型に準じる。 

③ 土壌等の流亡が多く、水質等の悪化を招く危険性が大きいので、草生等による防止対策が

必要である。 

④ スプリンクラー利用による防除及びかん水は、防除組合及びかん水組合を結成して共同作

業で行う。 

⑤ 所有区内に徒歩の登坂道（幅 80cm 程度）を設置する。 
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図-12.1 基本タイプⅠ型 図-12.2 基本タイプⅡ型 

図-12.3 基本タイプⅢ型 図-12.4 基本タイプⅣ型

図-12.5 基本タイプⅤ、Ⅴ′型 
図-12.6 基本タイプⅥ、Ⅵ′型 
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図-12.7 基本タイプⅦ型 図-12.8 基本タイプⅧ型 

図-12.9 基本タイプⅨ-1、Ⅸ-2型 図-12.10 （a） 基本タイプⅩ-1型

図-12.10 （b） 基本タイプⅩ-2型 図-12.11 基本タイプⅩⅠ型1） 
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 （a） 最大路線長に配置する場合 （b） 道路と組み合わせて配置する場合 

図-12.12 モノレールの配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （a） 既存階段畑の改造事例 （b） 既存山成畑の改造事例 

図-12.13 樹形改造の例 

 

参考文献 

―――――――――――――― 

1）果樹園の機械化・省力化対策、和歌山県農業協同組合連合会営農対策室資料、p.4（1995） 
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13．施設園芸を前提としたほ区の基本タイプ 
（基準 第 3章 3.5.3 関連） 

 

施設園芸を前提とした場合のほ区の形状及び大きさは、設置する施設の大きさ、平坦地か傾斜地

か、傾斜の方向の三つの条件で決まる。ここでは施設園芸を導入するときのほ区の基本的要件と平

坦地及び傾斜地における基本的なタイプを示す。ただし、施設の大きさ（長辺長及び短辺長を含む。）

は概数とする。また、傾斜地において、ほ場管理上留意すべき事項について示す。 

 

13.1 基本的要件 

13.1.1 区画条件 

栽培施設（以下「ハウス」という。）が設置されているほ場の大きさは 15～20a、ハウスの建ぺ

い率は 70％が一般的であり、この程度の大きさの区画がほ場整備に望まれる。 

 

13.1.2 ハウスの大きさ 

栽培管理しやすいハウス１棟の大きさはおおむね 660m2と 1,000m2であるとの農家の意見が多い。

これは、ハウスメーカーの販売が 200 坪又は 300 坪を対象としていることが多いことも要因となっ

ている。 

 

13.1.3 ハウスの間隔等 

作業機械の最大幅が 1.2～2m であることから、主幹通路幅は 3m、ハウスから道路までの距離は 2

～3m、ハウスの間隔は 3～5m である。さらに、豪雪地帯では、ハウス上に降った雪が滑落可能なス

ペースをハウスの間に設けたり、除雪機の作業可能な間隔を確保しなければならない。 

 

13.1.4 ハウスの方向 

一般に、温度及び照度の条件からみると、東西棟は、寒冷期における太陽の光熱利用に有利であ

り、比較的短期の繁殖・育苗及び本栽培向きである。これに対し、南北棟は、寒冷期の保温及び加湿、

高温期の換気及び冷房等によって補えば周年の栽培に適し、一般に最も実用的な温室である。すなわ

ち、採光が施設栽培の必須要素であることから、多用途・多目的の温室は、南北棟が基準となる。 

 

13.2 平坦地の基本タイプ 

13.2.1 660m2ハウスの場合 

ハウスの大きさが 660m2の場合、図-13.1に示すように東西 20m、南北 50m の耕区に東西 16m、南

北 42m のハウスを建設する。また、区画整理は図-13.2に示すように標準区画に類似した 50m×20m

区画を 2列配置した長辺（南北）100m×短辺 20m を 1 区画、又はそれを整数倍連ねる長辺（南北）

100m×短辺 20m×1～5棟を 1単位とする 2,000m2～10,000m2区画に整備する。 
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図-13.1 ハウス規模（660m2） 

 

 

図-13.2 660m2の場合のほ区の形状 

 

13.2.2 1,000m2ハウスの場合 

ハウスの大きさが 1,000m2の場合、図-13.3に示すように東西 25m、南北 55m の耕区に東西 20m、

南北 50m のハウスを建設する。また、区画整理は図-13.4に示すように短辺（南北）55m×長辺 100m

の 5,500m2を 1 ほ区とし、ほ区内に 1,000m2のハウスを 4 棟収容する。あるいは長辺（南北）110m

×短辺 100m を 1 ほ区とする 11,000m2のほ場を整備し、ほ区内に 1,000m2のハウスを 8棟収容する。 

 

 

図-13.3 ハウス規模（1,000m2） 
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図-13.4 1,000m2の場合のほ区の形状 

 

13.3 傾斜地の基本タイプ 

傾斜地は、平坦地と異なり長方形区画を配置する場合、傾斜方向の区画間、排水路及び道路を挟

んで接する区画間で段差が生じ、土工量やつぶれ地が増加する。このため、区画長辺長を等高線に

合わせ、小排水路や支線農道を傾斜方向にとる等高線区画を適用する。また、傾斜方向の区画拡大

は困難な場合が多いことから、等高線方向への拡大が必要となってくる。さらに南北棟が基準とな

ることから、傾斜方向と方位により区画を検討する必要がある。 

 

13.3.1 南北傾斜地形 

傾斜方向が南北の地形は、図-13.5に示すようにハウスの大きさが 660m2の場合は傾斜方向の長さ

を 50m、1,000m2の場合は 55m とし、東西方向に幅 3m 程度の耕作道を設ける。 

 

 

図-13.5 南北傾斜地形の場合のほ区の形状 
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13.3.2 東西傾斜地形 

傾斜方向が東西の地形は、図-13.6に示すようにハウスの大きさが 660m2の場合は傾斜方向の長さ

を 40m、1,000m2の場合は 50m とし、南北方向に耕作道を設け、さらにほ区内東西方向にも耕作道を

設ける。また、等高線方向の長さは 660m2の場合は 50m、1,000m2の場合は 55m とする。 

 

 

図-13.6 東西傾斜地形の場合のほ区の形状 

 

13.3.3 ほ場管理上留意すべき事項 

管理作業を容易にする観点から留意すべき事項は、①排水路への土砂流出防止、②ほ場法面及び

ほ場面の除草作業を容易にするほ場形態の確保である。 

①については、施設畑面からの流出水が法面を流下しない造成法をとることで解決可能である。こ

のため、図-13.7 に示すように、法面上部に導水溝を設置し集水誘導することで、ほ場面の雨水が

法面を流下することなく排水できる。 

②については、法面除草及び集草作業を容易にするため法面下部は道路とし、かつ、法面の傾斜

角度は乗用草刈機が稼働可能な 15°以下とすることが望ましい。また、法面及び耕作道の部分につ

いては、導水溝を埋設することで、法面除草や集草作業を容易にすることができる。 
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図-13.7 南北傾斜地形の場合の形状 
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14．機械作業効率と耕区の形状及び大きさ 
（基準 第 3章 3.5.4 関連） 

 

耕区については、機械作業における幾つかの作業が効率よく行える区画とすることが必要である

ことから作業効率に重点を置いてその大きさ及び形状を決定することになるが、水田のように耕区

と耕区との間に畦等を造成する必要もない。また、作業の種類によっては、長辺方向に対して直角

や斜行に走行することもあるので、水田における耕区のように固定的に考える必要はない。 

機械作業からみた耕区における長辺に対する考え方は、以下のとおりである。 

ほ場内における作業は、機械の作業効率を高める上から、長辺に沿って行われるのが普通である

が、このような作業方法では作業条件と作業状態が一定であるならば、1 回の旋回時間に対する１

行程の実作業時間が大きいほど作業効率は高くなる。しかし、スプレーヤーやシードドリルのよう

に薬液、種子又は肥料等の資材の補給を必要とするものは、補給を行わないと連続的に作業ができ

ない。 

そのため、ほ場の端（道路上）で補給を行うという前提に立てば、長辺は補給を必要とする作業

機のホッパーの容量と、作業幅及び単位当たりの施肥量及び散布量に規制されると考えてよい。そ

こで、補給を必要とする作業別の最適長辺は、そのほ場で主に使用する作業機のうち、補給を必要

とする全作業機を対象にし、これらの作業機に共通するものでなければならない。 

なお、補給位置を長辺両側の道路上に設定したのは、補給資材の運搬と補給の能率向上や補給の

ための作業精度の低下を防止することを考慮したもので、補給位置が定まらないと補給のための時

間損失や拘束人員が増加し、また、ほ場内での作業では作物の損傷が増加するおそれがあるためで

ある。 

次に長辺の策定要素の一つとしてホッパーの容量による制約があるが、トラクターの馬力が大き

くなれば装着するホッパーの容量も増加することになり、将来、農業団地の造成が進展すれば、現

在のホッパー容量に対し増量の可能性も高い。このため、現状ではホッパーの容量増よりも補給位

置、補給法等が作業効率の向上という観点からの決め手となっている。 

長辺の策定に当たっては、事例的に測定した次の結果が参考になる。 
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〔参 考〕 表-14.1 作業のホッパー容量と許容残存量 

項 目 

作業機名 
規 格 

ホッパー容量

（V） 
許容残存割合

（a）％ 
有効ホッパー 

容量割合（C） 
備 考 

（作業幅W）m 

ラ イ ム ソ ワ ー 2.4m 200kg 2.9 0.97 肥 料（2.4） 

シ ー ド ド リ ル 13 条×7条 120kg 9.0～37.4 0.91～0.62 肥 料（2.3～2.2）

〃 〃 160kg 0.4 0.996 種 子（2.3） 

コーンプランター 2 条 70×2kg 13.6 0.86 肥 料（1.5） 

〃 〃 13×2kg 1.0 0.99 種 子（1.5） 

ポテトプランター 2 条 60×2kg 8.3 0.91 種いも（1.5） 

トランスプランター 2 条 600 本×2 0 1.00 種 苗（1.5） 

ブロードキャスター 170 l  150kg 0.5 0.99 肥 料（5.0） 

ス プ レ ー ヤ ー 400 l  400 l  7.0 0.93 薬 液（6.5） 

（注）許容残存割合とは、その作業機が施肥・播種作業で規定された施用量を保持するために必要なホッパー内

の残存量と全容量との割合である。 

表-14.2 肥料と種子の施用量基準（10a 当たり） 

区 別 
化学肥料 

（石灰を含む） 

薬 液 

（希釈液）
稲・麦 

い も 
牧 草 トウモロコシ

直はん 移 植 

施用量 100kg 100 l  10kg 120kg 4,500 本 2.5kg 2.0kg 

 

表-14.3 作業機別の許容走行距離 D（m） 

作業名 許容走行距離（m） 備 考 

ラ イ ム ソ ワ ー 810 肥 料 

シ ー ド ド リ ル 334 肥 料 

〃 681 種 子 

コーンプランター 805 肥 料 

〃 858 種 子 

ポテトプランター 611 種いも 

トランスプランター 178 種 苗 

ブロードキャスター 298 肥 料 

ス プ レ ー ヤ ー 572 薬 液 

 

表-14.4 作業機別の行程数に対する許容走行距離 L（m） 

行程数

作業機名 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 備 考

ラ イ ム ソ ワ ー 810 405 270 203 164 135 116 101 90 81 74 68 肥 料

シ ー ド ド リ ル 334 167 111 84 67 56 48 42 37 33 30 28 肥 料

〃 681 341 227 170 136 114 97 85 77 68 62 57 種 子

コーンプランター 805 403 268 201 161 134 115 101 89 81 73 67 肥 料

〃 858 429 286 215 172 143 123 107 95 86 78 72 種 子

ポテトプランター 611 306 204 153 122 102 87 76 68 61 56 51 種いも

トランスプランター 178 89 60 45 36 30 25 22 20 18 10 15 種 苗

ブロードキャスター 298 149 99 75 60 50 43 37 33 30 27 25 肥 料

ス プ レ ー ヤ ー 572 286 191 143 114 95 82 72 64 57 52 48 薬 液
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図-14.1 作業体系別の最適長辺の算出例 

 

 

〔参 考〕 

図-14.1 において、補給の効率を高め、ホッパーの容量を有効に利用するには、作業機ごとの性

能により異なるが、片側で補給する場合は 150～200m、両側で補給する場合はその 2 倍くらいがよ

い。 

D＝C    ×1,000 ……………………………………………………………………（14.1） 

 

ただし、D ：許容走行距離（補給から補給までの走行距離）（m） 

V ：ホッパー容量（kg） 

H ：10a 当たりの施用量又は播種量（kg）V、Hは同一単位とする。 

W ：作業幅（m） 

C ：有効ホッパー容量割合 

〔C＝     a：許容残存割合（％）〕 

 

V 
H・W 

100－a 
100 
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15．農業用機械の作業能力 
（基準 第 3章 3.5.4 関連） 

 

ほ場作業効率は、ほ場内作業時間に対する実作業時間（直進作業時間）の割合であり、次式（15.1）

で表すことができる。 

ほ場作業効率＝実作業時間/ほ場内作業時間 ……………………………………………（15.1） 

また、ほ場内作業時間は、実作業時間（直進作業時間）、損失時間（旋回、後退、補給及びほ場

内移動）及びほ場内準備時間（作業機の調整）からなる。ほ場作業効率は、作業能力を理論作業幅

及び速度から求めるときによく用いられる。その代表例を図-15.1に示す。 

ほ場作業効率は、ほ場の形状、区画の大きさ、傾斜、作業の種類、作業法及び運転条件によって異

なる。 

特に、ほ場の区画及び長短辺比が大きいほど、ほ場作業効率は大きくなる。プラウ耕及びロータ

リー耕におけるほ場の面積及び長短辺比とほ場作業効率との関係は、図-15.1 のとおりである。プ

ラウ耕及びロータリー耕ともに、ほ場区画面積が大きいほどほ場作業効率が大きくなり、0.4ha 以

上になるとほ場作業量の増加割合が減少する。ほ場の長短辺比は、作業幅の小さいプラウ耕で影響

が大きく、長短辺比が 8の細長いほ場に対し、長短辺比が 1の正方形のほ場におけるほ場作業効率

は 80％以下になる。 

シードドリルのほ場作業効率は、直装型、けん引型ともにほ場面積の増加とともに増大し、長短

辺比の影響はプラウ耕に比較すると小さい。ブームスプレーヤー及び畦畔散布機のほ場作業効率は、

ほ場面積の増加とともに増大するが、長短辺比が 1～4ではその影響はほとんどない。幅 2.3m の普

通型コンバインの場合は、ほ場面積の増加とともにそのほ場作業効率は増大していくが、長短辺比

の影響は少ない。 

これらの作業効率についてはデータベース化されていないため、今後、ほ場作業時間の内容を示

すこれらの旋回、移動、調整、故障、補給、待機等の所要時間を各地域別、作物別、機械別及び作

業別に集録しておくことが望ましい。 

 

 

図-15.1 ほ場面積とほ場作業効率 
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表-15.1 ほ場作業効率の基準 1) 

作 業 名 作業機械 
ほ場作業効率

（％） 
備  考 

耕  起 
トラクター双用犂 75  

ボトムプラウ 70  

心土破砕 サブソイラー 80  

砕  土 
ロータリー 85  

ディスクハロー 80  

代かき 
代かきハロー 85  

代かきロータリー 80  

田  植 田植機 
65 歩行 

60 乗用 

施  肥 

マニュアスプレッダー 60  

ライムソワー 50  

ブロードキャスター 55  

施肥播種 シードドリル 
55 直装式 

60 けん引式 

防  除 

背負式動力散布機 
65 散粉噴頭 

45 散粉粒ホース 

ブームスプレーヤー 65  

搭載型動力散布機 65 可搬型動力噴霧機 

収  穫 

バインダー 75  

自脱型コンバイン 
70 袋（2条～5条用） 

65 タンク（5条用） 

普通型コンバイン 65  

 

 

 

 

参考文献 

―――――――――――――― 

1）機械化計画のたて方、JA 全農農機施設部資料（1996） 
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16．かんがいと耕区の形状及び大きさ 
（基準 第 3章 3.5.4 関連） 

 

「基準及び運用の解説 3.8 用水計画 3．かんがい方法」に示す（1）スプリンクラー～（6）う

ね間かんがいのうち、耕区の形状等に影響を与える（1）スプリンクラーかんがい、（4）多孔管か

んがい及び（6）うね間かんがいについて、耕区の形状、大きさ等の決定の考え方を示す。 

 

16.1 スプリンクラーかんがい 1) 

スプリンクラーかんがいでは、散布支管の延長と間隔及び使用器種の関係が重要である。スプリ

ンクラー区分と散布直径及び配置間隔の事例を表-16.1 に示す。ここでは補給かんがいの場合、お

およその目安として、スプリンクラー及び散布支管の間隔を散布直径の 0.55～0.60 倍とした。 

 

表-16.1 スプリンクラー区分の散布直径と間隔 

区 分 散布直径（m） 間隔（m） 主な使用目的の例 

Ｓ 32 未満 18 未満 防霜専用、果菜類等の補給かんがい 

Ｍ1 32～35 未満 18～20 未満 補給かんがいと多目的一般 

Ｍ2 35～38 未満 20～22 未満 同上（ほ場整備実施、地形、団地化の条件良い） 

Ｌ 40 以上 22 以上 飼料作物等の補給かんがい、ふん尿かんがい等 

注）間隔は散布直径の 0.55～0.60、散布直径は無風で平坦地における概略値 

  散布直径が摘要以外の間隔は、現地条件を考慮して適宜決定する。 

 

農業機械作業の点からは、できるだけ給水栓等の固定施設がほ場内にない方が便利であり、この

ために散布支管の延長で耕区の長辺が限定されてくる。例えば、現在多く使用されている中間圧型

のスプリンクラーによると幹線から給水管に導かれた水は、散布支管上のスプリンクラーから畑地

に散水される。移動式の散布支管では持ち運びを考えて、普通 50mm 以下の口径が使用される。口径

50mm のもので、両端作業圧の変動が 20％以内になる限界長さは、例えば、平坦地でスプリンクラー

間隔を 20m とすると、普通 5 個立て 100m 程度である。また、散布支管の移動距離又は設置間隔は

18～20m である。そこで、1回の散水単位を 1耕区とする場合には、耕区の長辺は 100m 以内、短辺

は散布支管の移動距離又は設置の整数倍としなければならない。しかし、このような制限は、散水

かんがいでは絶対的なものではなく、むしろ機械作業、営農条件等から定められた適正区画に合う

ように耕区計画を検討することが大切である。 

 

図-16.1 配管型式 
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例えば、散布支管を埋設固定とするか、又は地表定置システムとすれば、散布支管の径を大きく

しても労力にはあまり関係がないため、圧力変動の制約をはなれて散布支管を長くとれる。また、

スプリンクラーとライザーの間に簡単に取り付けて散水圧を一定に保つことができる定圧バルブを

使用すれば、散水支管は長くてもよい。ほ場内に立ち上り給水栓等を設置したくなく、しかも区画

をさらに大きくしたい場合にはホース導水による大型散水器を使用すればよい。 

耕区単位で作物が異なるような場合には、水の効率的利用の面から使用器種によって耕区の大き

さが限定される。例えば、図-16.2（a）のような１ha のほ場で 20ａの耕区ごとにかんがい水量、時

期の異なる作物が栽培されているような場合、散布直径 50m 以上の大型スプリンクラーを使用する

と、散水する必要でないほ場にも散布されることになり、水量、管理費及び労力のそれぞれに大き

な損失が生じる。このような場合には、散布直径 20～30m 程度の中間圧スプリンクラーによる散水

の方が効率的であるといえる。これに対し図-16.2（b）に示すように、50ａ以上の作物団地を形成

している場合に、大型スプリンクラーを使用すれば経済的で、しかも利用効率のよい散水が保証さ

れる。 

S 及び Lタイプのスプリンクラーを使用する場合、耕区の大きさの一例を示すと表-16.2のように

なる。しかし、実際には耕区境界のスプリンクラーにはパートサークルタイプのスプリンクラーを

採用する事例が多く、使用個数が増える傾向である。 

なお、スプリンクラータイプについては、土地改良事業計画設計基準・計画「農業用水（畑）」による。 

 

 

図-16.2 耕区の大きさと器種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-16.2 耕区の大きさと器種 

 

表-16.2 スプリンクラーのタイプと区画 

S タイプ （間隔：15～17m） L タイプ （間隔：25m） 

使用個数 
区画の大きさ 

使用個数 
区画の大きさ 

長辺（m）×短辺（m） 面積（a） 長辺（m）×短辺（m） 面積（a） 

6 100×15 15 4 100×25 25 

8 125×16 20 8 100×50 50 

12 100×30 30 12 150×50 75 

16 125×32 40 16 100×100 100 

 

（a）多様な作物が栽培されている

場合 

（b）作物団地が形成されてい

る場合 



192  技 術 書・ほ場整備（畑） 

 

16.2 多孔管かんがい（チューブかんがい） 

マイクロかんがいのうちチューブかんがいは、パイプの水理特性と配置方法とを十分検討し、か

んがい後の湿潤域に栽培作物の根群域が十分含まれるように合理的なかんがい計画を定める。配管

計画は、基本的にスプリンクラーかんがいにおける給水管と散布支管の設計と同様に考える。しか

し、多孔管かんがい等のマイクロかんがいは、施設園芸等の集約的栽培に利用される事例が多く、

きめ細かな水管理を要請されること、また、マイクロエミッターの構造がデリケートなこともあり、

管路設計上の圧力変動の許容値をスプリンクラーかんがいの場合より厳しく設定する場合もある。

施設計画は、散布支管（多孔管）を基本単位として水理設計を行う。 

一般に耕区の大きさは長辺方向を多孔管延長の 100m 程度とし、また、短辺は多孔管の配置間隔の

整数倍とし、例えば長辺（100m）×短辺（15、20、30、40m）となる。 

ほ場形態及び勾配に応じた給水管及び散布支管の配置について以下に考え方を示す。 

 

16.2.1 平坦なほ場 

ほ場が平坦な場合には、給水管及び散布支管は、それぞれ長短辺のいずれの方向に配置すること

も水理設計上は可能である。末端制御装置など作業性に関連する装置の配置を考慮して給水管を農

道沿いに、散布支管をこれに直交させる配置とする。一般的に、耕区長辺すなわちうねに平行に散

布支管を、これに直交して給水管を配置する。 

 

16.2.2 傾斜したほ場 

管路の摩擦損失が、ほ場の傾斜（下り勾配）によって相殺されるような傾斜（最適傾斜）を持つ

ほ場にあっては、散布支管をほ場傾斜の方向に、これと直交するように、等高線と平行に給水管を

配置する。しかし、ほ場の傾斜が急で最適傾斜から大きく逸脱している場合には等高線と平行に散

布支管を、これと直交するように、傾斜方向に給水管を配置する。 

 

16.2.3 階段畑 

ほ場面に散布支管を配置し、標高が異なるほ場面を連結する方向に給水管を配置する。この場合、

給水管路は下り方向配管を原則とし、圧力の調整は管路内の摩擦損失によって行うこととする。ま

た、ほ場面の高低差が大きく、摩擦損失によって圧力を調整しきれない場合には、各散布支管の上

流端で減圧バルブによる圧力の調整を行う。 

 

16.3 うね間かんがい 2) 

うね間かんがいでは、耕区の大きさに関してうね長の制約を受ける。すなわち、かんがいの適用

効率、表土の保全等による制約である。最大許容うね長は、土壌侵食や有効土層以下への損失浸透

等を伴わずに水足が到達し得る長さであって、うね間流量が大きいほど、また、インテークレート

が小さいほど長くなる。1 回のかんがい労力を考えると、うね長は長いほどよいが、かんがい効率

との関係で限度がある。 

表-16.3 は土壌別の許容最大うね長の一例である。保水力が小さく、インテークレートが大きい

砂土の最大うね長は、浸透損失を 10～20％以内にすると 10m 以下であるため、かんがい労力の点か
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らみてうね間かんがいの適用は困難である。透水性の比較的大きい砂壌土等では勾配 1/100 では、

最大うね長は、30m 程度である。透水性の比較的小さい埴壌土等での最大うね長は、おおよそ 100m

前後である。したがって、一辺を 100m 以上の区画とすれば埴壌土以外の畑では、耕区短辺は、うね

方向にとらなければならない。傾斜地の場合で、等高線栽培をする場合の限界うね長は、等高線方

向にとることになり、傾斜方向に 30～50m おきに副水路が設けられることになる。 

 

表-16.3 土壌別許容最大うね長の例 3） 

土 壌 
根群域深 

（cm） 

1 回のかんがい 

水量（mm） 

最大うね長 

（m） 

砂  土 40 16 4 

火山灰土 40 44 19 

砂 壌 土 40 34 36 

壌  土 40 38 99 

埴  土 40 44 121 

注）うね間勾配はいずれも 1.0％ 
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17．農地保全上留意すべき事項 1)～2) 
（基準 第 3章 3.5.5 関連） 

 

整地、農道及び排水路の計画等に当たって、土木面及び営農面における農地保全上留意すべき事

項は次のとおりである。計画は単に土木的手段だけでなく、営農による水食防止を加味した合理的

なものとすることが大切である。 

 

17.1 土木面での留意すべき事項 

土木面での留意すべき事項としては、①地表流出水を分散流下させるための承水路、集水路及び

排水路の系統的配置、②水食に対する安全性を向上させるためのほ場の勾配修正及び整地、③ほ場

の透水性を向上させるための暗きょ排水、④階段畑等の法面の植生保護工、⑤流出した土砂を下流

に流さない施設（沈砂池、砂防ダム等）の計画的配置、⑥ガリ侵食を防止するガリ阻止堰、⑦農道

の整備、等がある。 

（1）傾斜地において、長辺を傾斜方向にとる場合、豪雨時の地表面の土壌侵食を防止するために

は長辺長をあまり長くできない。承水路の間隔が一般的に 60～100m（傾斜度や土壌条件によっ

て異なる）とされているので、許容長辺長もこれが目安となる。 

なお、土壌侵食のうち面状及び細流侵食による年間の土壌損失を予測する方法として、汎用

土壌流亡予測式（USLE 式）があり、次のような実験式から年平均流亡土量を求め、これを農地

保全上の目安とする場合がある。 

A＝R・K・L・S・C・P ……………………………………………………………………（17.1） 

ここで A：予測される年平均流亡土量（t/ha）、R：降雨因子（tf・m2/ha・h）、 

K ：土壌因子（t・h/m2・tf）、L：斜面長因子（基準長さ 20m のとき L＝1とおく）、 

S ：傾斜因子（基準勾配 5°のとき S＝1とおく）、C：作物因子（休閑裸地状態の 

とき C＝1とおく）、P：保全因子（平うね上下耕のとき P＝1とおく） 

 

（2）わが国の緩傾斜畑地は、火山山麓、シラス台地その他の洪積台地上に分布し、火山灰土に覆

われている場合が多い。一般に畑地面の終期浸入能は大きく、100mm/h 内外を示す。しかし踏

み固め地は、3～10mm/h である。薩摩半島や富士山麓にみられるように下層に難透水性の土層

（コラ、マサと呼ばれている）がある場合には、難透水層に沿う水流による表土の浮出しを防止

する対策、枕地兼用の草生道路を排水路として兼用する計画やシラス台地縁の谷壁保護の対策

等留意すべき事項は多い。流水が畑地ほ場内のたるみ部に集中してくることは侵食の被害を大

きくするため、テラス、草生水路等の計画に当たって注意を要する。造成に当たって、一時的

な地被の破壊、切盛等が行われる場合、植被のできるまで、また、盛土が安定するまでの期間

は侵食の危険が特に大きい。工事時期の選定、草生の促進等に注意するのは当然であるが、更

に地表排水を安全に導く浅い溝をつくり、その部分の侵食防止のためプラスチックシート等を

使用し、又は溝の途中に土砂溜若しくは浸透穴を配置する等の特別の対策を必要とする。 
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（3）北海道をはじめとする積雪地帯の畑地においては、融雪期流出による侵食を防止することが

肝要であり、そのためには等高線栽培、テラス造成等が有用な対策であるが、現在の区画及び

道路の配置が等高線と無関係であるため、これらはあまり重視されないようである。これらを

採用しない場合には、必ずほ場内にたるみ部を生じ、侵食が促進されることから、草生水路又

は明きょ排水及び暗きょ排水併用等による防止策を実施することが必要である。 

（4）非火山性の畑地は、北海道の重粘土地帯、東海地方の洪積台地、その他西日本の各地に分布

する。北海道の重粘土地帯は土層改良が主な問題点であるが、東海地方ではシルト質の酸性土

壌で有機物が不足している。そのため団粒の形成が悪く、降雨による分散移動が激しいため、

地表に被膜状の難透水性層をつくり、局部的に地表流出が急増する。そのため盛土部分にガリ

が生じやすく、工事直後は、特に危険である。したがって排水処理に特に注意し、流下断面等

の余裕を十分にとり、できるだけ暗きょ部分を少なくするなどの対策が必要である。 

（5）施設畑のほ場面は、平坦に整備されるので区画ごとに段差が発生しやすく、新しく法面が形

成されることが多い。さらに、施設の屋根に降った雨水は、側面を経由して施設両側の地表面

に集中して流出するので、畑地面よりも法面が侵食されガリの発生や崩壊を引き起こすことが

ある。そのため、栽培施設上に降った雨水を効率的に集水し直接排水路に誘導するような整備

を行うか、ガリが発生しない法面の造成が必要となる。 

（6）畑作と環境保全の関係では、近年、硝酸性窒素による水質汚染が大きな問題となっている。

多量の窒素肥料を使用する野菜畑や樹園地で作物に吸収されない窒素が硝酸性窒素の形で地下

浸透や表面流出し、周辺の水質を高濃度に汚染する。その結果、地下水は飲用水に使えなくな

るだけでなく、地下水や表面流出水に含まれる硝酸性窒素がその後河川に流出し、湖沼や貯水

池、最終的には海域に達して、その水域の富栄養化の原因にもなっている。 

発生源対策としては、多肥の畑地及び樹園地での完熟堆肥や草生栽培等による土づくり、効

率的な施肥による肥料の削減、有機質肥料、肥効調節型肥料等の利用等があるが、土地利用的

な対策として次のような対策が考えられる。一つは、集水域全体として排出窒素量を抑制する

ために、排出窒素量の少ない森林面積を保持し、排出量の大きい多肥の畑地及び樹園地の面積

を制限する。すなわち、森林面積が大きければ多肥の畑地からの硝酸性窒素の排出がある程度

あっても、森林地域からの低濃度の水で希釈されるので、森林面積と多肥畑面積の比が重要で

ある。もう一つは、畑地からの流出水が窒素除去ゾーンを通過するように畑地を配置し排水中

の窒素量をコントロールすることである。窒素除去ゾーンとしては、水田、水路、湿地、河畔

林及び斜面林、池及び沼等がある。これらを流下する過程で、窒素は植生吸収や脱窒によって

除去される。また、それぞれのゾーンで除去機能が発揮されるように水管理や植生の管理を行

う。更に水路や池に簡単な処理施設を設けることも考えられる。 

（7）沖縄県においては、赤土等が海や河川といった公共用水域に流出し、サンゴ等の生物の生息

に影響を与えていることから、平成 7年 10 月に赤土等流出防止条例が施行されるなど赤土等の

流出防止に向けた取組が進められているところである。 

畑地の整備に当たっても、事業を実施する際はもちろんのこと、事業実施後も継続して赤土

等の流出防止対策を講ずる必要がある。 

生態系を含む環境を保全することを目的とした赤土等流出防止対策においては、従来の土砂

災害の防止又は農業生産の維持を目的とした水食防止対策に比べ、より厳しく土砂流出の抑制

が求められている。このため、個々の土砂流出防止対策については従来の方法と基本的に異に
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するものではないが、①複数の方法を効果的に組み合わせること、②単一の方法についても、

例えば、沈砂施設を随所に配置するなど繰り返し用いることが必要となる（図-17.1参照）。す

なわち、2～3の耕区単位ごとに耕作道を兼ねた承水路を設け、耕区及びほ区の末端に地表面流

水を減勢させる機能と浮遊粒子を沈降させる機能を有する小型の土砂溜桝を設ける。さらに、

これらからの流出水が集まる末端部に比較的規模の大きい沈砂池を設け、地区外への赤土等の

流出を防ぐ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-17.1 赤土等防止施設標準配置図 

 

17.2 営農面での留意すべき事項 

農家自身の手による営農面での留意すべき事項は、次の二つである。 

ほ場の栽培管理面からは、①等高線栽培、②草生栽培、③敷草、敷わら等によるマルチング、④

有機物の投入、⑤土壌改良による土の団粒化の促進、⑥適切な輪作又は間混作、⑦深耕等による雨

水の地下浸透の促進、⑧適度な排水を目的としたうね切り、⑨危険降雨期の全面耕うん回避、等が

ある。 

また、ほ場の維持管理面からは、①グリーンベルト、階段法面等の管理、②法尻の溝の整備、③

リル及びガリの速やかな修復、④承水路、集水路及び排水路の雑物除去、⑤草生水路の整備、⑥土
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砂溜の土砂上げ、⑦危険降雨期の水路等の見回り、等がある。 

以下に営農面における水食防止対策について、実際に検証を行った地区事例を示す。 

（1）岩手県では、草生栽培の事例としてマルチング栽培を行っている傾斜畑ほ場下流端にソバ及

びエン麦を播種し、稲ワラ束を設置した。ソバ及びエン麦は、播種後 1か月で草丈 30cm 程度に

なり土砂流出防止の効果が現れた。それまでの間は、稲ワラ束が播種した種子を保護しながら

土砂流出を防ぐ。このように継続的に効果を発揮させるためには、両者を併用することが必要

である。 

（2）沖縄県では、傾斜畑のマルチングにおいてほ場周辺で入手したススキやサトウキビの枯れ葉

等をマルチング資材としてうね間の下流端に設置した。うね間の大きさほどに束ね下流端に置

くだけで、土砂流出防止の大きな効果が検証された。うね間が長い場合は、途中に設置すれば

更なる効果が期待でき有機質肥料としても有効である。 

このように緩衝材は、各地域での入手しやすさや生育状況、維持管理面から比較して選定す

れば有効である。 
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18．樹園地における道路配置 
（基準 第 3章 3.6.2 関連） 

 

道路配置は機械利用方式によって大別され、スプリンクラーを利用して防除等を行う場合には、

主として収穫物運搬の省力化を図ればよい。このためには幹支線農道の整備新設とモノレール等の

敷設が計画上の要点となる。これに対して、管理作業を機械で行う場合には、機械による栽培管理

作業体系とそれに適した耕作道（園内道）の配置が計画上の大きな問題となる。樹園地における支

線農道の配置は、原勾配によって異なり、その主なタイプを示すと図-18.1 のとおりである。どの

タイプを採用するかは、農地保全、排水処理、工事費等の諸点から検討を加えて決定する。主なタ

イプの基本的考え方は、次のとおりである。 

（a）一般配置型 地形勾配 9％（5 ﾟ）未満 

・一般的な配置型 

・地形勾配が 27％（15 ﾟ）を超える傾斜地や複雑な波状地では、直行格子型ではなく地形に応

じた線形配置とする。 

（b）亀の甲型配置型 地形勾配 27～40％（15～22 ﾟ）、（c）マンモス亀の甲型配置型 地形勾配

27～40％（15～22 ﾟ）及び（d）ひし型配置型 地形勾配 40％以上（22 ﾟ以上） 

・地形が比較的単純で急な斜面での道路配置 

・斜面が急になると登降坂支線と作業道の交差角が急になり旋回が困難な場合が生じるが、こ

れに対処するための配置 

・対象地区の大小に合わせて、マンモス亀の甲型やひし型となる。 

（e）同心円方式配置型（丘陵） 

・独立した等高線を持つ地形に対する道路配置 

・等高線と平行に、環状に作業道を配置する。 

・必ずしも円形ではなく地形形状に合わせた配置とする。 

（f）両端旋回方式配置型 地形勾配 18～47％（10～25 ﾟ） 

・亀の甲型では地形が複雑になると適用しにくくなるため、こうした場合に適用するために提

唱された配置型 

・地形勾配が 40％（22 ﾟ）を超えるような場所では、施工費がかさみ走行の危険も増すので旋

回部を設けない。 

（g）肋骨状型（急傾斜地）地形勾配 27～47％（15～25 ﾟ） 

・地形勾配 27～47％（15～25 ﾟ）の急傾斜樹園地で歩行型小型機械体系を前提とした道路配置 

・傾斜方向に設置した園内道から等高線方向に肋骨状に作業道を配置する方法 

・園内道や作業道は地形勾配 27％（15 ﾟ）以下、園内道は幅 2m 程度、作業道は幅 0.8～1.0m

とする。 

・作業道は、歩行型小型機械を前提としているため、幅 1～1.2m 程度でよく 1～2 樹列間隔で

配置する。また、作業道末端には、機械が旋回できるように直径 2～2.5m の旋回部を設け

る。 
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（a）一般配置型 地形勾配 9％（5 ﾟ） 

 

 

（b）亀の甲型配置型 地形勾配 27～40％（15～22 ﾟ） 

 

 

 

 

 

 

（c）マンモス亀の甲型配置型 地形勾配 27～40％（15～22 ﾟ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（d）ひし型配置型 地形勾配 40％以上（22 ﾟ以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-18.1 傾斜地樹園地の道路配置型 
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（e）同心円方式配置型（丘陵） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（f）両端旋回方式配置型 地形勾配 18～47％（10～25 ﾟ） 

 

 

 

 

 

 

 

（g）肋骨状型 （急傾斜地）1）地形勾配 27～47％（15～25 ﾟ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-18.1 傾斜地樹園地の道路配置型 
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19．農道の構造等における検討方法 
（基準 第 3章 3.6.3 関連） 

 

農道の構造等を検討する際には、農道の幅員、縦断勾配、横断勾配、屈曲部の曲線半径、交差点

の隅切り、路面高、舗装等について、それぞれ適切に決定する必要がある。 

ここでは、そのうち、幅員、屈曲部の曲線半径及び交差点の隅切りの決定方法について示す。 

なお、その他については、土地改良事業計画設計基準・計画「農道」による。 

 

19.1 幅 員 

19.1.1 車道幅員 

車道幅員の決定方法には、計画交通量による方法と計画交通機種による方法があるが、ほ場整備

計画では、一般的に計画交通機種によって所要幅員を求める。 

車道幅員は、図-19.1に示すように、当該農道の計画交通機種の車両幅員に、2車線の場合はすれ

違い間隔（0.5m）及び車両の外側の余裕（0.6m、すなわち両側にそれぞれ 0.3m）を、1車線の場合

は車両の外側の余裕（0.6m、すなわち両側にそれぞれ 0.3m）を加えた幅員に基づいて決定するもの

とする。なお、1日当たりの計画交通量が 500 台未満の支線農道については、すれ違い間隔を 0.3m

に減ずることができる。 

農道を走行すると予想される車両幅員は、ほぼ表-19.1のとおりである。幹線農道の車道幅員は、

大型トラック（幅 2.5m）又は大型乗用トラクター（幅 2.5m 程度）のすれ違いが予想されるので、

5.0～6.5m 程度とする。支線農道の幅員は、大型コンバインの走行等を考慮して、3.0～5.0m 程度と

する。 

耕作道の幅員は、普通全幅員 1.5～2.0m 程度でよいが、地形や導入機械の大きい場合、道路敷を

特殊な用途（農作業機械運行の枕地等）に使用する場合等は 3.0m 程度とする。また、樹園地の園内

道では、0.8～1.2m 程度の狭いものとすることもある。 

計画交通量によって車道幅員を決定する場合は、土地改良事業計画設計基準・計画「農道」を参

照する。 

 

 

図-19.1 計画交通機種による車道幅員の決定方法 
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表-19.1 農業機械等の車両幅員と高さ 1）～2） 

名          称 
車両幅員

（m） 
高さ

（m）
名          称 

車両幅員

（m） 
高さ

（m）

耕うん機（3.7kW（5Ps）未満） 0.6  ボトムプラウ 2.7 1.7

  〃  （3.7kW（5Ps）以上） 0.8 ディスクプラウ 2.1 1.2

乗用トラクター（22.1kW（30Ps）級未満） 1.3 2.0 チゼルプラウ 3.6 1.7

   〃 （22.1kW（30Ps）級） 1.7 2.0 ライムソワー（700ℓ級）（マウント） 3.5 
   〃 （36.8kW（50Ps）級） 1.8 2.6 ロールベーラー 1.7 2.4

   〃 （50kW（68Ps）級） 2.6 2.7 ファームワゴン（自走式、牽引式） 2.0  2.5

   〃 （80kW（109Ps）級） 2.6 3.1 スピードスプレーヤー（400ℓ） 0.9～1.1 2.0

自脱型コンバイン（2条） 1.6 2.0     〃 （500～1,000ℓ） 1.5 2.0

    〃 （3、4 条） 1.7 2.0 コーンハーベスター（自走式、牽引式） 2.4 3.7

    〃 （5 条） 2.0 2.7 フォレージハーベスター（刃幅 1.5m 未満） 2.6 3.4

    〃 （6 条） 2.3 2.7     〃 （刃幅 1.5m 以上） 3.3 5.6

普通型コンバイン（58.8kW（80Ps）級） 2.3 2.0 ポストハーベスター（牽引式） 3.0 3.0

    〃 （88.3kW（120Ps）級） 3.8 2.9    〃 （自走式） 2.5 3.0

田植機（4条） 1.6 1.5 水田用栽培管理ビークル 2.0 1.8

 〃 （5 条） 1.9 1.5 汎用いも類収穫機 2.2 2.8

 〃 （6 条） 2.2 1.6 風筒式防除機（歩行型） 1.0 
 〃 （8 条） 2.2 1.7 果樹用管理ビークル 0.9 

 〃 （10 条） 3.4 2.6 小型クローラー運搬車 0.6 1.0

トレーラー（牽引式） 1.9 1.3 高速耕うんロータリー及び高速代かき機 4） 4.1 1.5

シードドリル（マウント） 3.0 高精度水稲たん水直播機 4） 2.3 1.6

鎮圧ローラー（牽引式）3） 2.4 高精度水田用除草機 4） 2.5 1.7

マニュアスプレッダー（自走式、牽引式） 1.6～3.3 2.8 中山間地域対応自脱コンバイン 4） 1.3 1.3

ディスクハロー（マウント） 2.3 野菜全自動移植機 4） 1.7 1.9

軽自動車（軽トラック） 1.5  2.0 キャベツ収穫機 4） 1.5 1.8

乗用車 1.7 2.0 ごぼう収穫機 4） 2.2 2.3

大型トラック（58.8kN 以上） 2.5 3.8 だいこん収穫機 4） 2.2 1.9

小型トラック（19.6kN） 1.7 2.8 ねぎ収穫機 4） 1.4 1.5

自転車 1.0 簡易草地更新機 4） 2.5 1.3

  細断型ロールベーラー4） 1.9 2.4

注） 農業機械等の幅員が 2.5m を超える機種により車道の幅員を決定する場合は、車両制限令により幅 2.5m を超える車両が規制

を受けることとなるため、一般交通の用に供する（道路交通法の適用を受ける）農道においては、幅員決定の根拠として使

用しないものとする。 

 

19.1.2 路肩幅員 

路肩の幅員は、農道の種類、利用形態等から定まる車道幅員、設置場所、路肩の機能、歩道等の

有無を考慮し、適切に決定することとし、表-19.2を標準とする。 

なお、支線農道においては、表-19.2 に定める幅員を減ずることができる。この場合には、道路

端部の構造について十分検討する必要がある。 
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表-19.2 路肩の幅員 

（単位：m） 

車道幅員 

歩道等を設けない場合 歩道等を設ける場合 

一般部 橋梁部 トンネル部 一般部 橋梁部 トンネル部 

標準 特例 標準 特例 標準 特例 標準 特例 標準 特例 標準 特例

6.5 

6.0 

5.5 

5.0 以下 

1.0 

0.75 

0.75 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

0.25

0.75 

0.75 

0.75 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

0.25

0.5

0.5

0.5

0.5

－ 

－ 

－ 

0.25

0.5

0.5

0.5

0.5

  0

  0

  0

  0

0.5

0.5

0.5

0.5

0.25 

0.25 

0.25 

0.25 

0.5 

0.5 

0.5 

0.5 

0.25

0.25

0.25

0.25

注 1） 特例とは、地形の状況等の理由から標準と同一とすることによって著しく不経済となる等特別の理由によ

りやむを得ない場合をいう。 

2）歩道等とは、歩道、自転車道及び自転車歩行者道のことをいう。 

3）橋梁部とは、延長 50m 以上の橋梁をいう。 

4）特例値の 0.25m は、道路構造令の適用を受ける道路にあっては 0.5m に読み替えて適用すること。 

5）歩道等を設ける場合の一般部の特例値 0m については、区画線の設置を考慮し 0.25m を確保することが望ま

しい。 

 

19.2 屈曲部の曲線半径及び交差点の隅切り 

19.2.1 屈曲部の曲線半径 

幹線農道の曲線半径は、原則として 15m 以上とする。支線農道もこれに準ずるが、地形の状況等

によりやむを得ない場合は、機械及び車両の最小回転半径を考慮した上で、表-19.3 を参考に曲線

半径を決定するものとする。 

 

表-19.3 機械及び車両の最小回転半径 1）～2） 

車両の種類 長さ（m） 幅（m） 最小回転半径（m）

小型自動車 4.7 1.7 6.0 

普通自動車 12.0 2.5 12.0 

セミトレーラー連絡車 16.5 2.5 12.0 

トラクター（14.7kW（20Ps）） 2.5 1.3 2.0 

  〃 （25kW（34Ps）） 3.2 1.7 3.2 

  〃 （33.1kW（45Ps）） 3.3 1.8 3.5 

  〃 （50kW（68Ps）） 3.9 2.6 4.3 

  〃 （80kW（109Ps）） 4.6 2.6 4.6 

  〃 （14.7kW（20Ps））＋トレーラー（500kg 積） 4.6 1.6 3.0 

  〃 （22.1kW（30Ps））＋ダンプトレーラー（2t 積） 6.5 2.0 4.0 

  〃 （22.1kW（30Ps）） 

 ＋SS（容量 1,000）又はバキュームカー 
7.5 1.7 4.0 

  〃 （25kW（34Ps））＋トレーラー（1.8t 積） 8.5 1.9 4.2 

  〃 （50kW（68Ps））＋トレーラー（3t 積） 9.8 2.6 5.9 

  〃 （80kW（109Ps）） 

 ＋トレーラー（マニュアスプレッダー12m3級）
12.6 2.9 6.9 

注）SS：スピードスプレーヤー 

最小回転半径は、トラクターの片ブレーキ無しの場合である。 
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19.2.2 隅切り 

交差角が直角に近い時の隅切りの 1辺の長さは、図-19.2及び表-19.4に示す値を標準とし、交差

角が 90°より小さい場合や大きい場合、その他特別の場合にあっては、周囲の状況等を勘案して曲

線を挿入することも考慮する。 

なお、近年の農業機械の大型化に伴い、表-19.4 に示す値では小さいと判断される場合は、対象

となる農業機械に応じて個別に検討することとする。 

 

表-19.4 隅切り 1辺の長さ 

交差する農道の車道幅員（m） a 
 3 4 5 

b 3 2 1.5 1 

  4 1.5 1 0.5 

 5 1 0.5 － 

注）a,bは図-19.2に示すところよる。 

 

図-19.2 農道の隅切り 
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